
再審法の改正を求める決議 

 

当会は、国に対し、えん罪被害者の迅速な救済のため、再審に関する諸規定（刑

事訴訟法第４編）の改正を速やかに行うよう求めるとともに、改正にあたっては

少なくとも以下の事項を盛り込むよう強く求める。 

１ 再審請求手続における手続規定の整備 

２ 再審請求手続における証拠開示の制度化 

３ 再審開始決定に対する検察官の不服申立ての禁止 

 

                    ２０２３年（令和５年）９月１３日 
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決議の理由 

第１ はじめに 

えん罪、すなわち誤った有罪判決によって人を処罰することが、国家による最

大の人権侵害の一つであることは論を俟たない。刑事裁判も人が行う営みの一

つである以上、誤判の危険性は常にある。このような誤判によって有罪の確定判

決を受けた者（えん罪被害者）を救済する最終、そして唯一の手段が再審制度な

のである。 

それにもかかわらず、日本においては、再審請求審が長期にわたることが多い

ことに加え、そもそも、再審開始決定が出されること自体が極めて稀なこととな

っている。 

その原因は複数考えられるが、大きな原因となっているのが、再審請求手続に

おける手続規定の不備、証拠開示制度の未整備、そして、再審開始決定に対する

検察官不服申立てが認められている点である。 

 

第２ 再審請求手続における手続規定について 

現行刑事訴訟法上、再審に関する規定（第４編再審）は僅かしか存在しない。 

特に、再審請求審に関しては、刑事訴訟法４４５条及び刑事訴訟規則２８６条

しか存在しないため、証拠開示、三者協議の実施及び新規証拠の明白性を判断す

るための事実の取調べ等の具体的な審理のあり方については、裁判所の広範な

裁量に委ねられており、手続のあらゆる面で統一的な運用がなされていない。 

 そのことが、裁判所によって、手続自体そのものの進め方や、証拠開示に対す

る対応に甚だしい相違が生じるなど、いわゆる「再審格差」といわれる事態を招

いている。 

 再審請求手続における再審請求人の手続保障を図るとともに、裁判所の公正

かつ適正な判断を担保するためには、後述する証拠開示の制度化に加え、進行協

議期日（再審請求手続期日）開催の義務化、事実取調べ請求権の保障等をはじめ

とする、明確で充実した手続規定を早急に整備することが必要不可欠である。 

 

第３ 再審請求手続における証拠開示の制度化について 

 通常審においては、２００４年改正刑事訴訟法において公判前整理手続及び

期日間整理手続に付された事件での類型証拠開示や主張関連証拠開示の制度が

新設され、２０１６年改正刑事訴訟法において証拠の一覧表の交付制度が新設

されるなどしており、決して十分とは言えないものの、証拠開示制度は着実に前

進している状況がみられる。 

これに対し、現行の刑事訴訟法第４編の再審に関する規定には、証拠開示に関

する規定は何ら設けられていない。そのため、再審請求手続において、弁護人の



証拠開示請求に応じた証拠開示がなされるか否かは、裁判所の裁量に基づく個

別の訴訟指揮及び検察官の対応に委ねられている。しかし、えん罪被害者が救済

される唯一の制度である再審請求手続において、裁判所の証拠開示の判断、ある

いは検察官の対応によって結論が変わるなどということは、絶対にあってはな

らないことである。 

この点、布川事件、袴田事件及び大崎事件等多くの再審請求審において、捜査

機関の手元にある重要な証拠が開示され、それらが突破口となって再審の扉を

開いたものも少なくない。 

また、証拠開示が実現した事件であっても、開示までに不当に長い年月を要し

たもの、捜査機関が長きにわたり証拠を隠蔽していたと疑われるものなど、迅速

かつ適切に証拠開示が行われていたわけではない。 

当会においても、現在、再審請求手続が行われているいわゆる「マルヨ無線事

件」において、裁判所からの証拠開示勧告に対し、検察官が「不存在」と回答し

た証拠が、後になって開示されるといったことがあり、全国的にも大きく報道さ

れた。また、いわゆる「飯塚事件」においては、裁判所が、検察官に対し、証拠

品のリストを開示するよう勧告したにもかかわらず、検察官が勧告に応じない

という事態が生じているとの報告もある。この両事件での問題は、再審請求手続

における証拠開示制度の不備に起因する点で共通している。 

このように、適時適切な証拠開示がなされないことが再審請求手続の長期化

の一因となっており、ひいては、えん罪被害者の迅速な救済を阻害しているので

あるから、充実した証拠開示制度の創設は急務である。 

さらに、２０１６年改正刑事訴訟法においては法制化には至らなかったもの

の、附則９条３項では、政府は改正法公布後、必要に応じて速やかに再審請求手

続における証拠の開示について検討するものと規定された。しかし、未だに再審

請求手続における証拠開示の制度化は実現していないばかりか、新たな証拠が

発見された例なども生じ、証拠開示の重要性、必要性が強く認識されたにもかか

わらず、検討の緒にすらついていない。 

 

第４ 再審開始決定に対する検察官の不服申立ての禁止について 

これまで多くの再審事件において、検察官が、再審開始決定に対して不服申立

てを行い、再審開始決定の確定まで長期間を要する事態がみられ、再審請求審が

長期化し、えん罪救済が遅れる大きな原因となっている。 

そもそも、再審制度が利益再審のみしか認めていないことに鑑みれば、再審請

求手続における検察官の役割は「公益の代表者」として裁判所が行う審理に協力

する立場に過ぎず、一度、再審開始の判断が出されたにもかかわらず、検察官に

再審開始決定に対する不服申立権を認める理由はないはずである。 



 また、再審開始の判断が出された以上、有罪か無罪かの判断は再審公判におい

て行われるべきであり、検察官が改めて有罪の主張を行うのであれば、再審公判

においてその旨主張すれば足りる。すなわち、検察官の再審開始決定に対する不

服申立てを禁止したとしても、何らの不都合は生じない。 

したがって、えん罪被害者の迅速な救済のためには、法改正によって、再審開

始決定に対する検察官の不服申立てが禁止されなければならない。 

 

第５ 結語 

以上のとおりであるから、当会は、えん罪被害者の迅速な救済を可能とするた

め、国に対し、①再審請求手続における手続規定の整備、②再審請求手続におけ

る証拠開示の制度化、③再審開始決定に対する検察官による不服申立ての禁止

を中心とする再審法の改正を速やかに行うよう求める。 

以上 


